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2010 年 11 月 30 日 

各  位 
株式会社 ア マ ダ 
代表取締役社長 岡 本 満 夫 

（コード番号 6113 東証・大証各第 1部） 

問い合せ先: 

広報・IR 部部長 木村 富美雄 

（TEL. 0463－96－3105） 

 
 

アイダエンジニアリング株式会社との事業提携に関するお知らせ 
－加圧能力 3000kＮ以下の汎用プレス機械事業で新会社設立－ 

 
 当社は、本日開催の取締役会において、株式会社アマダ（社名表記は以下「アマダ」）

とアイダエンジニアリング株式会社（社名表記は以下「アイダ」）が、汎用プレス機械

分野で事業提携を進めることを決議し、同社と基本合意書を締結いたしましたので、お知

らせいたします。 
 

記 
 
１．提携の骨子 
両社の出資により販売サービス会社を設立し、加圧能力 3000kN 以下の汎用プレス機械の

商品企画、販売、サービスを行うことといたします。 
新会社の設立および事業開始は、2011 年 4 月 1 日の予定で、本社所在地はアマダ本社内

（神奈川県伊勢原市石田）に置き、出資比率は、アマダが 60%を基本に過半数以上、アイダ

は 40%を基本に 1/3 超の範囲で決定する予定です。 なお、正式社名、代表者、資本金額、

その他詳細は、2011 年 1 月中旬までに、両社にて最終合意書を締結する予定です。 
 
２．提携の目的 
① グローバル化する中小型プレス市場での競争力確保と生き残り 
② 両社の生産集約および機種統廃合をともなう量産効果によるコストダウン 
③ 両社共同による低コスト・高付加価値商品の企画、早期市場投入 
④ 両社の販売･サービス機能の統合による販管費の効率化と顧客に対するきめ細かい

サービスの展開 
⑤ ドイツをはじめとする欧州市場等での海外拡販協力体制 

 
３．提携の背景および狙い 
汎用プレス機械の市況は、リーマンショック以降、最悪時にはピークの 7 割減となりま

した。 その後、エコカー減税や家電エコポイント等の景気てこ入れ策等の効果もあり、

一旦底入れはしたものの、現在の受注はピーク時の 6～7割程度までしか回復しておりませ

ん。 今後は、日本国内の製造業の海外生産シフトが益々加速することも懸念されており、

中長期的な視点からも国内市場の縮小は避けて通れない情勢にあります。 
現在に至るまで、両社は国内汎用プレス機械市場において 1～2位のシェアを保ち、市場

をリードしてまいりましたが、台湾、中国など新興プレス機械メーカーの台頭などもあり、

その座は安泰と言えません。 このような背景を受け、将来にわたる日本のプレス機械業

界を取り巻く厳しい経営環境を打開するのが今回の事業提携の狙いであり、国内プレス機

械大手 2 社が、一致協力してそれぞれの得意分野に経営資源を集中して事業の効率化を図
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ることにより、国内外での汎用プレス機械事業の継続と拡大に取り組む所存であります。 
 
４．事業提携の基本的枠組みと経営改善効果 
合弁新会社は、強力な販売力を持つアマダのプレス販売・サービス部門が主体となり、

加圧能力 3000kN までの汎用プレス機械の商品企画、販売、サービス事業を営みます。アマ

ダの連結子会社となる予定の合弁新会社は、景気動向に左右されやすいプレス機械分野で

販売・サービス業務に専念できるようになり、顧客満足度の向上と市場における競争力を

高めることが期待できます。 
アイダは、合弁新会社向けの製品開発、生産事業を担い、新会社の設立に伴い、アマダ

は対象製品の生産事業を取り止めます。 今回の事業提携により、アイダは専業メーカー

の強みを生かした豊富な製品ラインアップを持つ汎用プレス機械の生産量を増加させるこ

とができ、量産効果によるコストダウンが可能となる一方、自社の販売活動においては、

タンデムライン、トランスファプレスなどの中大型個別機や高速自動プレスなど他の主力

商品に経営資源を集中させることができ、経営効率の一層の向上が期待できます。 
なお、海外市場については、新会社はアマダの販社に、アイダは海外グループ会社に、

それぞれ販売していきます。 
 
５．業績への影響 
本業務提携が、両社の今期の連結業績に与える影響につきましては、軽微であります。

また、来期の業績に与える影響につきましては、現時点では未定であります。 
今後、業績に重要な影響が見込まれることが明らかとなった場合には、適宜公表させて

いただきます。 
以 上 

 


